
　目　的　　集団警察力の確保及び優秀な人材確保のために不可欠な公舎の再編を行う。

　効　果 有事における集団警察力の確保により、敏速な応急活動等が可能となる。

入居補償率90％に満たない場合の事業者に対する家賃補償を行うため、債務負担行為を設定する。

【調整の内容】
要求どおり計上。
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